
　民主党は９月２１日午後の臨時党大会で党代表選の
投開票を行い、現職の野田佳彦首相が大差で再選を
果たした。代表選では、エネルギー政策やＴＰＰへ
の参加の是非、消費税増税法の成立に伴って党分裂
を招いた首相の責任問題などが争点となったが、首
相以外の３候補への支持は広がらなかった。
　１０月１日には野田第３次内閣が発足。厚生労働相
に三井辨雄前政調会長代理が就いた。
　一方、自民党総裁選は２６日に投開票され、決選投
票で安倍晋三元首相が石破茂前政調会長を逆転して
総裁に返り咲いた。自民党は早期の衆院解散を求め
ており、社会保障制度改革国民会議の立ち上げも総
選挙後まで先送りされるとみられる。

内閣改内閣改造造
厚生労働相に三井氏／野田第３次改造内閣が
発足
　野田改造内閣は１０月１日、皇居での認証式を経て、
正式に発足した。厚生労働相に三井辨雄前政調会長
代理を起用したほか、財務相に城島光力前国会対策
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今月の主な動き

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３０～３３ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込は協会・総務部まで。

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時文化講座４日日

午後２時各部会６日火
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会９日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時３０分医療安全担当者交流会１０日土
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後１時３０分近ブロ主催経税セミナー１１日日
ルームＡ午後２時定例理事会１３日火
アミス午後２時建築士との相談日

１４日水
ホテル日航プリンセス京都午後２時下京東部医師会との懇談会
アミス午後１時ファイナンシャルプランナーとの相談日

１５日木 ルームＡ午後２時保険講習会B
ルームＢ午後２時雇用管理無料相談日
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時金融共済委員会

２１日水
ルームＡ午後７時医事担当者勉強会
登録会館午後２時３０分医療事務担当者向け講習会２２日木
集合：阪急長岡天神（午前９時）午前９時集合環境ハイキング２３日金祝
中京西部医師会事務所午後２時３０分中京西部医師会との懇談会２６日月
ルームＡ午後２時定例理事会２７日火
アミス午後２時税理士との相談日２８日水
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場　　所開始時間行　　　事
乙訓医師会会議室午後２時乙訓医師会との懇談会１２月１０日月
プラザホテル・吉翠苑午後３時１５分与謝・北丹医師会との懇談会１２月１５日土

今
後
の
予
定



委員長、国家戦略相に前原誠司前政調会長、文部科
学相に田中真紀子元外相を充てるなど、計１０人が交
代した。
　このほか、岡田克也副総理（一体改革担当相）や
枝野幸男経済産業相ら８人が留任した。野田佳彦首
相は認証式前に開いた記者会見で、内閣改造の狙い
に国内外の課題解決に向けた内閣の機能強化を挙
げ、「未完の一体改革を最後までやり抜く。（自民、
公明両党との）三党合意に基づき社会保障の残され
た課題について、超党派で議論を煮詰めていかなけ
ればならない」と社会保障制度改革国民会議の早期
の立ち上げにあらためて意欲を見せた。
●薬剤師、北海道で医療法人理事長も
　三井氏は１９４２年１１月２４日生まれの６９歳で、今回が
初入閣。昭和薬科大薬学部卒で薬剤師免許を持つ。
７５年に三井薬品を開業後は、医療法人交雄会理事長
としてこれまで北海道内に関連４病院・診療所、２
介護老人施設を開設した。交雄会グループは在宅福
祉部門を担う会社や学校法人も抱えている。国政進
出は２０００年６月の衆院選で、北海道比例区で初当選
し、当選回数は４回。菅改造内閣で国土交通副大臣
を歴任し、１１年９月に就任した政調会長代理として
社会保障と税の一体改革関連法案の成立に尽力し
た。（１０/２MEDIFAXより）

「医師不足解消」など１０項目、首相から指示／
三井新厚労相
　第３次野田内閣で入閣した三井辨雄厚生労働相は
１０月１日夜、厚生労働省内の専門紙記者クラブを表
敬訪問し、野田佳彦首相から医師不足・偏在問題や
過重労働の是正などを含む「１０項目の指示」を受け
たことを明らかにした。指示書の中には「医師不足
や過重労働問題など、いわゆる“医療崩壊”への対
処と、医師の養成・偏在是正、特に安全で安心な医
療体制の構築に取り組んでほしい」との内容が含ま
れていたという。
　三井厚労相は記者クラブで、医療従事者の雇用の
質向上に向けた取り組みについて「行政だけではな
く、個々の経営者も努力していくことが必要」との
考えを示した。三井厚労相は「（雇用環境の）質を上
げたいというのは当たり前。過重労働ということも
あり、それぞれの施設が質の問題に取り組んでいる」
とし、医療従事者の労働環境を維持しながらも、地
域の医療提供体制にほころびが生じないよう、バラ
ンスを取っていく必要があるとの考えを示した。

　野田首相の指示書では、このほか疾病対策などが
盛り込まれていた。三井厚労相によると、新型イン
フルエンザなどの新興感染症対策や、多剤耐性菌へ
の機動的な対処、乳がん・子宮頸がん・白血病など
のがん克服に向けた総合対策などを求められたとい
う。難病の克服などを目指して新たな医療技術の実
用化を推進し、革新的新薬や医療機器の創出支援に
も取り組むよう指示を受けた。
　社会保障制度改革国民会議を一日も早く立ち上げ
ることも、野田首相から強く指示された。東日本大
震災関連では、被災地の雇用問題と健康管理、医療・
介護・福祉システムの再生支援、放射性物質に関わ
る食の安全・安心の確保などが含まれていた。この
ほか、年金制度の検討や、少子化対策、若年層の雇
用対策強化などでも対策を講じていく。
（１０/２MEDIFAXより）

７０－７４歳負担２割に「なかなか難しい」／三
井厚労相
　三井辨雄厚生労働相は１０月５日の閣議後会見で、
７０－７４歳の患者自己負担について「今の状況の中で
は（法定の）２割に戻すのはなかなか難しく、現状
の１割で継続していただきたい」との考えを示した。
ただ、「１割でという思いではない」とも述べ、世代
間の公平性を確保する必要や民主党内でさまざまな
意見が出ていることから、２０１３年度予算編成過程で
民主党内・厚生労働省内で整理をした上で意見を取
りまとめていきたいと話した。
（１０/９MEDIFAXより）

「財務省に宣戦布告」　櫻井新厚労副大臣
　１０月２日、厚生労働省の新たな政務三役が決まっ
た。厚生労働副大臣には櫻井充氏が就任し、西村智
奈美厚労副大臣は留任。厚生労働政務官には梅村聡
氏と糸川正晃氏が就いた。櫻井副大臣は医療、保険、
年金、介護などを所管。糸川政務官は医療・介護な
どを所管し、梅村政務官は労働、福祉、子育てなど
を担当する。三井辨雄厚生労働相は薬剤師、櫻井氏
と梅村氏は医師。政務三役５人のうち、３人を医療
関係職種が占める新布陣となった。
●「制度の絵姿、国民に見せる」
　過去には財務副大臣も務めた櫻井副大臣は厚労省
内の専門紙記者クラブを訪問し、「財務省にいた時か
ら厚労省側になって財務省と戦いたいと思ってい
た。財務省には宣戦布告した」と述べ、強い意気込
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みを見せた。
　社会保障・税一体改革の実現に向けては「社会保
障の姿が見えないという指摘がある」と課題を挙げ、
社会保障制度の絵姿を国民に見えるように努力した
いと抱負を述べた。
　低所得者対策や中小企業対策を検討する方針も示
した。医療関係者の労働環境改善についても記者団
の質問に答え、医師事務作業補助者の充実などを対
策に挙げた。
●梅村氏は労働・福祉を担当
　医療、年金、介護を担当する糸川政務官は社会保
障と税の一体改革を課題に挙げ、「国民に分かりやす
く説明できれば」と抱負を述べた。梅村政務官は民
主党の厚生労働部門会議副座長を務めた経験から、
民主党の政策を実現する「橋渡し役」になると語っ
た。医師として労働分野を担当することについては
「厚生と労働が一緒になって意味が出てくる政策が
たくさんある。医師という立場から取り組んでいく」
と述べた。
　櫻井副大臣は東京医科歯科大医学部卒。５６歳。東
北大大学院医学研究科博士課程修了。心療内科医。
財務副大臣、民主党政策調査会長代理などを歴任。
参院社会保障と税の一体改革に関する特別委員会筆
頭理事を務めた。
　梅村政務官は大阪大医学部医学科卒。３７歳。内科
医。参院厚生労働委員会筆頭理事などを務めた。
　糸川政務官は慶応大法学部法律学科卒。３７歳。民
主党副幹事長。衆院財務金融委員会理事。
（１０/３MEDIFAXより）

医療扶医療扶助助
医療扶助、指定要件を明確化へ／厚労省案、
保険指定取り消しも
　厚生労働省は９月２８日、社会保障審議会「生活困
窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」に、医
療扶助の適正化に向けて、医療機関の指定要件と取
り消し要件を生活保護法で明確化し、指定に有効期
限を導入する方向性を提示した。生活保護法での指
定が取り消された場合は、併せて保険医療機関の指
定を取り消すことも検討する。２０１２年秋には報告書
を取りまとめ、政府が策定する「生活支援戦略」に
盛り込む。
　厚労省はこれまでの議論を踏まえ、具体的な制度
改革を行う際に参考とするための論点案を提示し

た。現在、生活保護法による指定医療機関の要件や
取り消し要件は、法律上明確に規定されていない。
このため健康保険法を参考に、指定要件などを生活
保護法で明確に規定することを検討するという。指
定有効期間を設定した上で、更新手続きを簡素化す
ることも考える。
　現在は生活保護法の指定を取り消されても、保険
医療機関の指定取り消しには影響がない。指導監査
の実効性を高めるため、医療扶助の指定医療機関と
保険医療機関のいずれか一方が取り消された際に、
残る一方の指定も取り消し処分となる仕組みが、法
制度上、可能かどうかについても検討するとした。
　取り消し処分前に指定医療機関を辞退した場合
は、指定の取り消しがあった場合と同様に扱い、原
則５年間は再指定できないことにすると提案した。
　電子レセプトを活用した重点的な点検指導も行う
方針を示した。過重な多剤投与など、医療扶助の適
正化対象となるレセプトを抽出できるよう機能を強
化する。
　指定医療機関への指導・調査体制も強化する考え
だ。現在、国立病院以外の指定医療機関の指導監督
は都道府県知事が行うこととなっているが、法律上、
国による直接指導が実施できるようにする。併せて、
地方厚生局に専門の指導監査職員を増員することも
検討する。
●受給者の健康管理責務を明記
　生活保護受給者の健康管理も徹底して行う方向性
も示した。受給者自らが健康管理を行うことの責務
を生活保護法に明記し、健康面での支援を強化する。
福祉事務所で受給者の健診結果を入手できるように
するほか、福祉事務所に保健師などを配置し、受給
者の持つ疾病の早期発見や重症化予防を図るとし
た。（１０/１MEDIFAXより）

医療現場の雇用環医療現場の雇用環境境
医療現場の雇用環境改善へ、年内に具体策／
厚労省が新ＰＴ
　厚生労働省は、医療現場の雇用環境改善に向けた
取り組みを強化する。省内に「医療分野の雇用の質
向上プロジェクトチーム（ＰＴ）」を設置。１０月にも
初会合を開き、医療機関での多様な勤務形態の促進
や、医療経営に関する相談支援体制の一元化、潜在
看護師の再就職支援体制の構築などに関するモデル
事業の実施など、省内横断的に施策を検討する。年
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内には施策の方向性を取りまとめ、着手可能な施策
から進めていく。９月２５日の閣議後会見で小宮山洋
子厚生労働相が発表した。
　具体的な施策の案としては▽看護補助者の活用促
進や短期間勤務など多様な勤務形態の導入促進とし
て、外部コンサルタントや研修事業などを総合的に
活用するモデル事業の実施▽現在各局がそれぞれ相
談員やコンサルタントを配置して取り組む医療経営
に対する相談支援体制の一元化▽ナースセンターと
ハローワークの連携促進など、潜在看護師約５０万人
の再就職支援体制の構築－の３点を挙げた。
　ＰＴのメンバーは、統括を大谷泰夫厚生労働審議
官が務め、主査に原徳壽医政局長と中野雅之労働基
準局長、副主査は岡崎淳一職業安定局長、石井淳子
雇用均等・児童家庭局長、木倉敬之保険局長の３人。
このほか▽吉岡てつを医政局総務課長▽岩澤和子医
政局看護課長▽村山誠労働基準局労働条件政策課長
▽伊藤正史職業安定局首席職業指導官▽中井雅之雇
用均等・児童家庭局職業家庭両立課長▽田中佐智子
雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課長▽宇都
宮啓保険局医療課長―が参加する。
（９/２６MEDIFAXより）

ＨＰ指ＨＰ指針針
医療機関ホームページの指針を公表／厚労省
　厚生労働省は９月２８日、「医療機関のホームページ
の内容の適切なあり方に関する指針」を公表した。
医療機関ホームページに対する初めての指針とな
る。厚労省は９月２８日付で医政局長通知を各都道府
県知事に発出し、指針の周知や対応を求めた。
　同指針は「医療情報の提供のあり方等に関する検
討会」が取りまとめた案に、パブリックコメントで
募集した意見を踏まえて策定した。意見募集後に大
きな変更はなかったという。違反した場合の罰則規
定はないが、都道府県などから指導が入る可能性が
ある。厚労省担当者は「医療機関にはガイドライン
を参考にして、適切なホームページ作成に取り組ん
でほしい」としている。指針内容に疑義がある場合
は医政局に問い合わせてほしいとした。
　ガイドラインでは、ホームページに「掲載すべき
でない事項」と、自由診療を行う医療機関を対象に
「掲載すべき事項」も提示した。
●「日本有数の実績」「絶対安全」などはＮＧ
　掲載すべきでない事項としては▽「当院では、絶

対安全な手術を提供しています」「どんなに難しい症
例でも必ず成功します」など、内容が虚偽または客
観的事実を証明できないもの▽「日本有数の実績を
有する病院」「県内一の医師数を誇る」など、他と比
較して自らの優良性を示そうとするもの▽「知事の
許可を取得した病院」「無料相談をされた方全員に○
○をプレゼント」など、内容が誇大または医療機関
に都合が良い情報などを過度に強調するもの▽「○
○治療し放題」「ただいまキャンペーンを実施中」な
ど、早急な受診を過度にあおるもの▽「こんな症状
は命に関わるので、今すぐ受診ください」など、科
学的な根拠が乏しい情報に基づいて過度に不安をあ
おるもの―などを提示した。
●自由診療は治療費用・リスクを
　自由診療については治療内容や費用が医療機関に
よって異なる。このため、通常必要とされる治療内
容や平均的な費用、治療期間を掲載すべきとしてい
る。また、診療の利点や長所のみが強調されると受
診者が適切な選択を行えないとして、治療のリスク
や副作用の情報も分かりやすく掲載することを求め
ている。（１０/１MEDIFAXより）

日本式医日本式医療療
「日本式医療」、新たに１８件採択／経産省の国
際化事業
　「日本式医療」の国際競争力強化を目指して、経済
産業省が医療機関や民間事業者の取り組みを後押し
する「医療機器・サービス国際化推進事業」につい
て、２０１２年度に事業性評価を実施する対象事業１８件
（採択候補）が明らかになった。採択候補には、公益
財団法人がん研究会が姉妹提携関係にある中国・北
京大学深セン医院で行う病理遠隔診断サービスの提
供事業や、医療法人仁友会による日本型透析センタ
ーのタイ進出に向けた調査事業などが選ばれた。経
産省から事業性評価事業を受託した野村総合研究所
が９月２７日に公表した。
　経産省は１１年度に、カンボジアで展開中の北原国
際病院の高度医療サービス・医療教育提供事業や、
中国でのテルモ・東京大による糖尿病治療サービス
提供事業など、５カ国で展開中の８事業について事
業性評価を行ってきた。今回、新たに１８事業を採択
したことで、経産省が「日本式医療」を海外に売り
込むために事業性評価を行う対象事業は、１１カ国・
２３事業（１１年度からの継続事業を含む）に増えた。
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政府は７月に閣議決定した「日本再生戦略」の中で、
日本式医療の海外市場を２０年までに２０兆円に拡大す
る目標を掲げており、経産省では対象事業の拡充で
市場拡大の足がかりを築く考えだ。
　１２年度の採択事業（代表団体）は次の通り。▽イ
ラクでの日本イラク医療協力センター事業（アイテ
ック）▽サウジアラビアでの中東放射線医療センタ
ー構想（三菱重工業）▽サウジアラビアでの先進循
環器医療製品の普及・医療教育提供事業（大阪大）
▽サウジアラビアでの救急医療実態調査（アイテッ
ク）▽トルコでの病院ＰＰＰ整備運営事業の現地実
証調査（アイテック）▽ブラジルでの日本式心臓検
診システム提供事業（日本光電工業）▽ロシアでの
先進医療機器市場調査（住友重機械工業）▽インド
ネシアでの診療所開設事業（ＪＫＲ）▽インドネシ
アでのジャワ島地域専門医療サービス整備の事業化
促進調査（システム科学コンサルタンツ）▽インド
ネシアでの先進的消化器病診断治療のインドネシ
ア・日本ジョイントセンター設立についての現地調
査事業（ネクサス）▽ミャンマーでの日本式乳がん
診療パッケージ（メディヴァ）▽ミャンマーでの血
液業務実態調査（テルモ）▽タイでの日本型（セン
トラル方式）透析センターの海外展開事業（医療法
人仁友会）▽中国での病理診断サービスの国際提供
事業（公益財団法人がん研究会）▽中国での日中医
療交流研修事業（東芝メディカルシステムズ）▽中
国での徳島型生活習慣病検診サービスへの需要調査
事業（公益財団法人とくしま産業振興機構）▽中国
でのリハビリテーションクリニック・研修センター
開設・需要調査事業（社会医療法人財団慈泉会）▽
中国での日本式歯科技工サービス・歯科技工教育提
供に向けた実証調査事業（ジーシー）―。
（９/２８MEDIFAXより）

医療保医療保険険
保険会社が医療機関へ保険金直接支払い／金
融庁が検討
　民間保険会社が医療機関などに直接保険金を支払
う仕組みの是非に関する議題が、金融庁の金融審議
会「保険商品・サービスの提供等の在り方に関する
ワーキング・グループ（ＷＧ）」で浮上している。現
行の仕組みでは患者が一部負担金を窓口負担し、後
日、保険会社から保険金を受け取っているが、ＷＧ
では、保険契約者本人の同意を前提に、保険会社が

医療機関に直接、保険金を支払うサービスを想定し
ている。
　保険契約者の保護を目的とした「保険業法」では、
保険金の支払い方法に関する規定は定められていな
い。一般的には、契約時に決めた保険金受取人（主
に被保険者など）に支払われており、保険会社から
医療機関への直接支払いが可能かどうかは法律上、
明示されていない。保険会社からは金融庁に対して
「直接支払いサービスが可能になれば保険契約者の
メリットが大きく、こうした支払い方式が可能にな
るよう明示してほしい」といった要望が寄せられて
いた。
　金融庁は８月２４日のＷＧで、保険金直接支払い方
式のイメージ図を載せた資料を提出し「契約した保
険金を代理受領するものであり、保険契約者などの
同意があれば特段禁止されるべきものではないと考
えられるが、保険契約者などの保護の観点から、特
に留意すべき点があるか」との論点を提示していた。
議論では、出席した法学者が「民法上は何の問題も
ないような気がする」としながらも、「米国の医療保
険のように、保険会社と病院が組んで医療をコント
ロールするといったことも考えられる。保険会社と
サービス提供者の関係がどういうものか十分検討し
た上で考えることが重要ではないか」と課題を指摘
した。医療機関への直接支払い方式は、保険商品の
見直し論議の一部にすぎず、この法学者以外に重要
な指摘は出なかった。
●細部は未定、来夏まで議論
　保険金の直接支払い方式は、まだ細部まで固まっ
ておらず、資料では、保険金でカバーする範囲を示
していないが、金融庁は一部負担金などを想定して
いる。金融庁総務企画局企画課保険企画室によると、
例えば患者に８０００円の窓口負担金が発生し、患者が
１万円の保険金を受ける契約になっていたとする。
この場合、医療機関は保険会社に８０００円を請求し、
患者（保険契約者）は差額の２０００円を受け取るイメ
ージだという。ただ、窓口負担額が８０００円で保険金
支払い額が５０００円のような場合、医療機関側が患者
と保険会社の双方に請求するのか、などの細部まで
は詰まっていないという。
　金融庁は来夏ごろまでに議論を取りまとめ、運用
方針を固めたい考えだ。（10/１０MEDIFAXより）
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健健　保保
健保加入者の医療費全額負担ケース撲滅へ／
小宮山厚労相
　厚生労働省は、健康保険に被扶養者として加入す
る被保険者が労働者災害補償保険（労災保険）の適
用外となる場合に医療費が全額自己負担になる問題
を解消するため、対応策の検討に乗り出す。健保加
入者の医療費が全額自己負担になるケースを撲滅す
るのが狙いで、早ければ１０月中にも具体策を提示す
る。小宮山洋子厚生労働相が９月２５日の閣議後会見
で明らかにした。厚労省内に大臣官房長が主査のプ
ロジェクトチームを設置し、総括審議官、労働基準
局長、職業安定局長、保険局長らが参加して対応策
を検討する。
　健康保険は業務上の傷病が給付適用にならないた
め、健保の被保険者でも雇用契約のない「請負業務」
などに就業中の傷病や、インターンシップ（就業体
験）中の学生が負傷した場合などは、健保からも労
災保険からも給付が受けられず、医療費は原則、全
額自己負担になる。一方、国民健康保険は適用範囲
に制限がないため、労災保険が適用にならない場合
は、国保から給付が受けられる。
（９/２６MEDIFAXより）

中医中医協協
次期改定、看護必要度見直しが課題／中医協・
診療側委員ら
　中医協は、厚生労働省保険局医療課の新体制の下
で２０２５年の社会保障・税一体改革や１４年度診療報酬
改定に向けた本格的な議論に入っていく。中でも一
般病棟入院基本料の在り方について、中医協診療側
の西澤寛俊委員（全日本病院協会長）は取材に「７
対１、１０対１の算定要件に看護必要度が入っている
是非と、看護必要度の内容そのものの見直しが課題
になる」と指摘。「今後、診療報酬基本問題小委員会
で議論されるテーマの一つ」と位置付けた。同じく
診療側の安達秀樹委員（京都府医師会副会長）も、
取材に「看護必要度の中身を精緻化することは必要
だ」と述べた。（９/２５MEDIFAXより）

不正請求、中医協でも議題に／東京医大茨城
センター問題受け
　東京医科大茨城医療センター（茨城県阿見町）の

保険医療機関の指定が１２月に取り消されることを受
け、中医協総会は１０月３日、厚生労働省保険局医療
課に処分の概要やこれまでの指導・監査の実施状況
について報告を求めた。森田朗会長（学習院大教授）
は重要な問題との認識を示し、次回以降の総会で議
題として取り上げることとした。
　白川修二委員（健保連専務理事）は「大学病院と
もあろうものがと憤りを感じる」と発言。診療側委
員に対して病院のモラル向上を呼び掛けるよう求め
た。監査が行われた他の地域の事例の中には見過ご
された不正請求も相当あるだろうと指摘し、「不正請
求については１００％返済する仕組みをつくっていた
だきたい」と対応を求めた。
　一方、嘉山孝正委員（全国医学部長病院長会議相
談役）は大学病院を代表する立場から、東京医科大
分院での不正請求ついて「あってはならないことで
残念だが、（今回は）例外だ」と述べた。
（１０/４MEDIFAXより）

費用対効費用対効果果
費用対効果議論は「皆保険守るため」／厚労
省・梅村政務官
　梅村聡厚生労働政務官は１０月８日、徳島市内で開
かれた日本臨床内科医学会のパネルディスカッショ
ンに出席し、中医協で進む費用対効果評価の議論に
ついて「これまで日本で行われてこなかった議論。
国民皆保険を守るための議論であることを共通認識
として持っていただきたい」と述べ、費用対効果の
議論自体に意味があると説明した。
　梅村政務官は「一部で『中医協の専門部会の議論
は給付の抑制になるのではないか』との疑念がある
が、必ずしもそうではない」と主張。専門部会の意
義について「高額な治療薬しかない疾患の人に費用
対効果を当てはめてよいのか、などの議論はこれま
で日本で行われてこなかった」と述べた。今後の議
論の行方についても触れ「結果として、日本の国民
皆保険になじまないという結論になるかもしれな
い。この議論をしっかり評価し、見守っていかない
といけない」とした。
●推進法６条「混合診療解禁につながらない」
　このほど成立した社会保障制度改革推進法の第６
条に「保険給付の対象となる療養の範囲の適正化等
を図ること」と明記されていることに対し、「保険給
付の制限につながるのではないか」「混合診療の全面

京都保険医新聞

第１６０号８

２０１２年（平成２４年）10月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８37号



解禁につながるのではないか」と指摘があることに
ついて、政府答弁書や参院一体改革特別委員会の議
論の経過を挙げて「混合診療を解禁するような政府
の姿勢は認められない」と説明した。
　医療費適正化に貢献する政策としては禁煙対策を
挙げた。日本が批准している「たばこ規制枠組条約」
（ＦＣＴＣ）が価格政策に触れているとし、「日本が
国民皆保険を守るために堂々とできることは禁煙対
策を実行すること。それなりの価格政策に取り組ま
なければならない」と対策に意欲を見せた。
●高額療養費の財源「窓口負担増に理解を」／仙谷氏
　民主党の仙谷由人前政調会長代行はパネルディス
カッションで、民主党政権下の２度の診療報酬改定
を「医療提供体制の崩壊を防ぐことができた」と振
り返り、成果を強調した。一方、増え続ける社会保
障費への対応を今後の課題に挙げ、高額療養費制度
の財源については「窓口負担が少々増えても、医療
サービスを維持するには当然だということを（患者
に）訴えてほしい」と述べた。
（１０/９MEDIFAXより）

包括支包括支援援
指導者研修の受講者数、包括支援センター数
を網羅／厚労省
　厚生労働省は１０月３日、都道府県が推薦した地域
包括支援センター長ら約１００人を対象とした「２０１２年
度地域包括ケア推進指導者養成研修（中央研修）」を
東京都内で開いた。厚労省は１０年度から「中央研修」
と「ブロック研修」による研修事業を実施している。
地域包括支援センターの中心的な役割を担う人材を
育成する目的で実施してきた同事業も１２年度が最終
年度。今後、全国７地域で実施する「１２年度ブロッ
ク研修」が終了した段階で、全国の地域包括支援セ
ンター数（４２２４施設）に相当する人が研修を受けた
ことになり、各施設に１人は研修受講者がいる計算
となる。（１０/４MEDIFAXより）

認知症対認知症対策策
認知症対策の医介連携で推進会議／国立長寿
医療研究センター
　国立長寿医療研究センターは「認知症医療介護推
進会議」を設置し、医療と介護に関する職能団体や
病院団体、有識者らを集めて認知症対策で協力し合

う方向性などを協議する。必要に応じて政策提言も
行う。１０月９日に東京都内で初会合を開く予定。第
１回目の会合では、今後の認知症施策について厚生
労働省から説明を受けるほか、各団体が取り組んで
いる認知症対策を報告し、今後の活動内容などを協
議する。
　同会議の委員は以下の通り。（五十音順）
▽新井平伊・日本老年精神医学会理事長▽有馬邦正・
国立精神・神経医療研究センター特命副院長・第一
精神診療部長▽内田千恵子・日本介護福祉士会副会
長▽大内尉義・日本老年医学会理事長▽大島伸一・
国立長寿医療研究センター総長▽木川田典彌・日本
認知症グループホーム協会代表理事▽木村隆次・日
本薬剤師会常務理事▽鴻江圭子・全国老人福祉施設
協議会副会長▽齋藤訓子・日本看護協会常任理事▽
佐藤保・日本歯科医師会常務理事▽助川未枝保・日
本介護支援専門員協会副会長▽髙見国生・認知症の
人と家族の会代表理事▽武久洋三・日本慢性期医療
協会長▽西澤寛俊・全日本病院協会長▽渕野勝弘・
日本精神科病院協会常務理事▽本間昭・日本認知症
ケア学会理事長▽三上裕司・日本医師会常任理事▽
三根浩一郎・全国老人保健施設協会副会長▽森啓・
日本認知症学会理事長▽渡辺俊介・東京女子医科大
客員教授（１０/４MEDIFAXより）

震震　災災
大震災の特例、１３年３月末まで再延長／診療
報酬の緩和措置
　中医協総会（会長＝森田朗・学習院大法学部教授）
は９月１９日、東日本大震災に伴って特例として認め
ている診療報酬算定要件の緩和について、９月末と
なっている期限を２０１３年３月３１日まで再延長するこ
とを決めた。
　特例措置の利用に際して届け出は不要だが、原則
として９月末時点で特例措置を利用している医療機
関を対象に期限を再延長する。ただ厚労省は１０月以
降、医療機関で新たに被災地から患者の受け入れな
どが発生して特例措置が必要となった場合について
も、震災との関連や必要性を判断した上で対応する
方針。
　特例措置は医科では▽医療法上の許可病床数を超
えて患者を入院させた場合でも入院基本料や特定入
院料が減額されない▽震災前に比べて看護要員数が
減少している場合、月平均夜勤時間数の変動が２割
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以内であれば、届け出なしで震災前の入院基本料を
引き続き算定できる―など２５項目。歯科は２項目。
条件が合えば被災地以外の医療機関にも認められる
項目と、岩手、宮城、福島の被災３県でしか認めら
れていない項目がある。（９/２０MEDIFAXより）

２０２市町村が医療費免除、被災者支援を継続／
厚労省、全国調査
　東日本大震災で被災した国民健康保険（国保）加
入者らの医療費自己負担分を免除する国の特例措置
が９月末で期限を迎えた後も、全国の２０２市町村が、
それぞれ運営する国保で独自に免除を続けることが
１０月２日、厚生労働省の全国調査で分かった。免除
対象者は、全国で数十万人規模に上るもようだ。
　２０２自治体は３６都道府県に及ぶ。被害が大きかった
岩手、宮城、福島３県の８４市町村のほか、被災地以
外で避難生活を送っている人の免除を続ける市町村
も多い。国保の保険料を減免する国の特例措置も９
月末でなくなったが、１７５市町村は独自に減免を継
続。一連の負担軽減策で、職を失った人やお年寄り
の生活再建を支援する。
　復興庁によると、被災者の避難先は約１２００市区町
村に達しており、こうした動きが広がる可能性もあ
る。
　７５歳以上が加入する後期高齢者医療制度は都道府
県単位の広域連合が運営しており、青森、岩手、宮
城、秋田４県の全域で引き続き医療費の自己負担分
を免除する。
　医療費の自己負担は原則的に７０歳未満が３割、７０
歳以上は１割。国保や後期医療制度に加入する被災
者支援のため、国は９月末まで自己負担分の免除や
保険料の減免に必要な費用を全額負担した。
　１０月以降はこれを見直し、市町村が免除や減免に
使った費用の最大８割を財政支援する仕組みに切り
替えた。免除や減免を続ける市町村は、足りない分
を自ら捻出することになる。
　岩手、宮城、福島３県は医療費の自己負担免除を
継続する市町村に対する財政支援を実施。３県以外
の市町村の大部分は免除や減免対象者が少ないた
め、県から財政支援を受けなくても継続できるもよ
うだ。
　また、中小企業の従業員らが加入する全国健康保
険協会（協会けんぽ）は９月末で医療費の自己負担
免除を終了している。
　一方、東京電力福島第１原発事故の警戒区域など

の住民を対象に医療費の自己負担分などを減免する
国の特例措置は、２０１３年２月末まで続けることが既
に決まっている。（１０/４MEDIFAXより）

医療医療法法
医師数の適合率９１.８％、１.８ポイント改善／１０
年度立ち入り検査
　厚生労働省は９月２０日、医療法第２５条に基づく立
ち入り検査の２０１０年度結果を公表した。医療法で規
定している医師数の基準を満たした病院の割合「医
師数の適合率」は９１.８％で、０９年度より１.８ポイント
改善した。だが、厚労省が検査項目として通知で例
示している全１０１項目の中で見た場合、「医師数」の
適合率は下から２番目で、依然として低かった。
　医療法第２５条に基づく立ち入り検査は、医療法や
関連法令で規定している医療従事者数や安全管理体
制などを病院が満たしているか調査するのが目的。
毎年、都道府県や自治体が立ち入り検査を実施して
いる。厚労省は最低限の検査項目として１０１項目を例
示しており、各自治体が独自に検査項目を付け加え
て立ち入り検査を行っている。厚労省は、各検査項
目を満たしている病院の割合を適合率として算出し
た。
　１０年度は全国８１９９病院で立ち入り検査を実施（実
施率＝９４.６％）。診療所は含まれていない。調査は１０
年度６月ごろから翌３月末までの間に行われたた
め、実質的には東日本大震災発生以前の状況を表し
た結果になる。
　医師数の適合率を地域別に見ると、最も高かった
のは「近畿」で９７.０％、次いで「関東」９５.７％、「東
海」９４.７％、「九州」９２.６％となり、いずれも全国水
準を上回った。最も低いのは「北海道・東北」の８１.６％
で、「北陸・甲信越」８７.３％、「四国」８９.５％、「中国」
９０.８％と続いた。いずれの地域でも医師数の適合率
は前年度に比べて改善した。最も伸び率が高かった
のは北海道・東北で、前年度から３.８ポイント改善し
た。
　医師数の適合率を病床規模別に見ると、病床規模
が大きくなるにつれて適合率が上昇している。最も
高いのは「５００床以上」で９８.４％、次いで「４００－４９９
床」の９７.２％、「３００－３９９床」の９５.７％が続いた。ま
た、神病床を持つ病院と持たない病院で比較したと
ころ、持つ病院の医師数適合率は９５.０％、持たない
病院では９１.２％となり、精神病床を持つ病院の方が
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適合率が高かった。
　全検査項目の中で、最も適合率が低かったのは「職
員の健康管理」で８９.７％。次いで「医師数」の９１.８％、
「医療機器の保守点検実施」の９４.４％となった。「薬
剤師数」は９５.３％で６番目に低かった。「看護師・准
看護師数」は９９.４％でワースト２０位から外れている。
（９/２１MEDIFAXより）

医師医師数数
医師数の大幅増に慎重姿勢／原医政局長
　厚生労働省の原徳壽医政局長は１０月５日、厚労省
と日本医師会が主催する社会保険指導者講習会で講
演し、今後の医師数の大幅な増加に慎重な姿勢を示
した。医師の確保には女性医師の就労支援や子育て
支援のほか、業務負担を軽減するために医療クラー
クの活用などを進めるべきと提言した。
　原局長は少子高齢化を迎える中で、疾病のある高
齢者が急激に増加すると分析。団塊世代の高齢化で
「間もなく（高齢患者の）増加が始まる」と指摘し、
その対応を大きな課題に挙げた。対応するために病
床を増やすことは現実的でないと主張し、効率的に
対応するためには機能分化と医療関係者の確保が必
要とした。
　医師数の増加については必要性を認めた一方、「医
師を育てるには後のことを考えないといけない。む
やみに医師を増やすと将来、失業することになる。
医師は増やすが、現場を離れた女性医師の就労支援、
子育て支援が必要だ」と述べた。医療クラークや看
護職の活用で負担軽減を図る必要があるとも提言し
た。
　機能分化については、有病期間の長い疾病が増え
ると予測しリハビリテーションの重要性を強調。「高
機能な治療は集約して効率よくする。患者の集約化
も必要だ。効率的に回さないと対応できない」と述
べ、機能分化に理解を求めた。
●改定・制度改正は２０２５年への道／宇都宮医療課長
　講習会では、厚労省保険局医療課の宇都宮啓課長
も講演した。宇都宮課長は社会保障・税一体改革で
示された２５年の医療・介護の絵姿が今後の施策の根
幹になると強調。「改定、制度改正のたびに国の方針
が変わるという指摘があるが、今後の改定、制度改
正は２５年のあるべき姿を目指すためのものであるの
は間違いない」と述べ、理解を求めた。
　宇都宮課長は地域包括ケアの構築を重要な課題と

して挙げ、日常生活圏で適切な医療・介護のサービ
スを受けられる体制が必要になると説明。実現のた
めに今後の診療報酬改定を行う方針を示した。受講
者に対して「自分の病院、診療所が地域でどういう
役割を果たすのかを念頭に置いて、先取りする気持
ちで体制を整えてほしい」と呼び掛けた。
●国の方向性間違いなら「率直にただす」／日医・
中川副会長

　日医の中川俊男副会長は講習会の総括で「国の方
向性が間違っていれば率直にただしていかねばなら
ない」と述べ、国民皆保険を堅持していく姿勢を強
調した。中川副会長は自民党時代の安倍内閣から現
在の野田内閣までに政府が閣議決定した成長戦略な
どを紹介し、「新自由主義的考え方が強まっている」
と指摘した。（１０/９MEDIFAXより）

適応外使適応外使用用
「５５年通知」の１４事例、適応外使用は妥当／厚
労省通知
　医師の判断により医薬品の適応外使用を認めると
した「昭和５５年通知」を踏まえ、保険適用を認める
適応外使用の１４事例について、厚生労働省は９月２４
日、医療現場に周知を求める通知を地方厚生局など
に発出した。
　通知は保険局医療課長と歯科医療管理官の連名。
１４事例について、厚労省の検討依頼を受け社会保険
診療報酬支払基金の審査情報提供検討委員会が検討
を行った結果、適応外使用を認め審査情報提供事例
に追加することを決めていた。
　通知で厚労省は、同委員会の検討結果について「妥
当適切なものと考えているので、その取り扱いに遺
漏のないよう関係者に対し周知徹底を図られたい」
と周知を呼び掛けている。
　追加した事例は、アミトリプチリン塩酸塩（内服
薬）の片頭痛や緊張型頭痛に対する処方や、チザニ
ジン塩酸塩（内服薬）の緊張型頭痛に対する処方な
ど。
　このほか対象となった成分は以下の通り。▽オル
プリノン塩酸塩水和物（注射薬）▽デノパミン（内
服薬）▽ミルリノン（注射薬）▽アテノロール（内
服薬）▽ピルシカイニド塩酸塩水和物（内服薬）▽
同（注射薬）▽メキシレチン塩酸塩（内服薬）▽ラ
ンジオロール塩酸塩（注射薬）▽カルベジロール
（内服薬）▽リュープロレリン酢酸塩（注射薬）▽イ
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ミプラミン塩酸塩（内服薬）▽アンピシリンナトリ
ウム・クロキサシリンナトリウム水和物（注射薬）
―。（９/２７MEDIFAXより）

神奈神奈川川
「かながわマイカルテ」、電子版お薬手帳から
／黒岩知事
　横浜市で開かれた全日本病院学会で９月２２日、神
奈川県の「かながわマイカルテ」プロジェクトをテ
ーマにしたシンポジウムがあり、同県の黒岩祐治知
事は「現在、『マイカルテ』の検討を始めている。ま
ずは電子版お薬手帳から始めていきたい。２０１２年度
中にモデル事業を開始したい」と述べた。
　神奈川県の「かながわマイカルテ」プロジェクト
は１２年５月に策定した「神奈川県医療のグランドデ
ザイン」の柱の１つ。ＩＣＴ（情報通信技術）を活
用し、医療機関を受診した患者の情報を患者自身が
閲覧できるシステム構築を想定する。複数の医療機
関の情報も閲覧できるようになるほか、医療機関な
どの間で診療情報を共有化して利活用するなどのメ
リットが期待されている。
　シンポジウムで国立病院機構京都医療センターの
北岡有喜医療情報部長は、自身が顧問を務める「ど
こカル.ネット」が運用する個人向け健康情報管理サ
ービス「ポケットカルテ」を紹介した。また、慶応
大環境情報学部の村井純学部長は、クラウドコンピ
ューティングの技術で食事や運動、疾病、介護の情
報を集積する「ライフクラウド」の概念を解説し、
将来的に「健康情報のプラットホームを作っていく」
と見通した。（９/２５MEDIFAXより）

出産一時出産一時金金
出産一時金の受取代理、緩和の必要性検討／
政府答弁書
　政府は９月２１日、被保険者に代わって医療機関が
保険者から出産育児一時金を受け取る「受取代理制
度」について、導入の対象となる医療機関の目安を
緩和する必要があるかどうか、関係者の意見や制度
の実施状況を踏まえて検討するとした答弁書を閣議
決定した。浜田昌良参院議員（公明）の質問主意書
に答えた。
　受取代理制度の導入対象となる医療機関の目安は
「年間の平均分娩取り扱い件数が１００件以下」「収入に

占める正常分娩に関する収入の割合が５０％以上」の
診療所や助産所とされている。導入している医療機
関の数は２０１２年６月１日時点で全国で２３６施設。
　浜田氏は質問主意書で、受取代理制度を一層充実
し拡大させていく必要があるとして、導入対象とな
る医療機関の目安を緩和する考えはないのか尋ね
た。
　答弁書では、出産一時金の直接支払い制度を導入
するには資金繰りへの影響や事務負担が大きいと考
えられる小規模の医療機関を想定して目安を定めた
と説明。直接支払い制度の導入が困難な医療機関が
受取代理制度を導入することで、その医療機関で出
産する被保険者の経済的負担が軽減できるとして、
目安の緩和については関係者の意見や受取代理制度
の実施状況を踏まえて検討するとした。
（９/２４MEDIFAXより）

医薬品公医薬品公取取
学会での飲料類の寄付禁止／医薬品公取協
　医療用医薬品製造販売業公正取引協議会が、製薬
企業が学会開催に際してドリンクなど飲料類を寄付
する行為を禁止することを決め、８月２４日付で会員
各社に通知したことが明らかになった。医薬品の公
正な取引の確保に向けた取り組みの一環で、９月以
降、学会からの飲料類寄付の新規要請に応じること
を禁止し、１３年４月以降は公正競争規約違反扱いと
する。
　公正競争規約の寄付に関する基準では「学会など
の会員を対象とした会合開催に対する寄付」の取り
扱いを定めている。その中で「個人費用」（学会会員
が自己負担すべき費用＝交通費、宿泊費、懇親会費、
弁当代など）」については、費用の肩代わりになるた
め、寄付金や現物で援助することを禁止している。
　通知では、学会会場などで提供する飲料類が個人
費用に当たることを示した上で、飲料類や飲料類購
入のための寄付金の援助はできないと明記。その上
で、▽飲料類の新規の寄付要請には９月１日以降応
じることはできない▽１３年４月１日以降、飲料類寄
付は規約違反として措置する―としている。通知で
はまた、要請をすでに応諾している場合についても
可能な限り辞退するよう求めている。
（９/２０MEDIFAXより）
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日日　医医
ＩＴ化進展で「保険者徴収」の環境整う／日
医総研
　日医総研は１０月４日、公的医療保険制度のＩＴ化
に伴い、保険者が患者の一部負担金を徴収する「保
険者徴収」を進めるべきとの提言を発表した。レセ
プト電子請求の普及に伴い、患者が現金を持たずに
受診できる保険者徴収導入に向けた環境は整ってき
たと指摘している。
　日医総研が公開したワーキングペーパー「ＩＴ時
代の公的医療保険制度」では、一部負担金の保険者
徴収の実施によって▽現金を下ろしたり、一部負担
減免のための受給者証を持ち歩く手間が省ける▽受
付での待ち時間が減る―など、患者のメリットも増
えるとした。患者の「乱受診」が起きる可能性につ
いては、一部負担金を徴収することに変わりはなく、
一部負担割合を下げなければ問題ないと考察してい
る。
●医療事務の手間とコスト削減
　医療機関の立場からは▽一部負担金の差額を患者
が過誤払いするケースがなくなる▽未収金の回収が
不要になる▽他法併用・医療費助成制度などの一部
負担金の複雑な計算が不要になる―などの利点を挙
げ、患者への医療やケアに専念できるとした。
　保険者については、システムの大幅な変更・未収
金回収といった手間が増える一方で▽保険者を統合
すれば徴収業務を新たに行える▽一部負担金の徴収
から支払いまでの期間の利息を得られる―といった
展開も可能とした。
●電子決済化の代替案も
　一方で保険者徴収には▽診療報酬と同じく医療機
関の収入が２カ月程度遅れる▽未だレセプトが手書
きの医療機関もある▽健康保険法などの各法の大き
な改正が必要―といった課題もあるとした。対応策
としては、カード決済や決済機能付きの被保険証と
決済端末の導入を挙げ、将来的にはマイナンバーで
ある医療等ＩＤ（仮称）システムにも期待している。
（１０/５MEDIFAXより）

英国医療に「日本化」の兆し／日医が調査報
告書
　日本医師会の鈴木邦彦常任理事は１０月３日、自身
３年ぶりとなる英国医療訪問調査の報告書を公表し
た。鈴木常任理事は、英政府は国策として一部民営

化を推し進めているものの、国民のＮＨＳに対する
信頼が強固なため、公営医療の下での民営化になる
と指摘。結果的に日本型の医療制度に近づいている
との認識を示した。
　英国では、保守党キャメロン政権下での緊縮財政
によって医療費抑制政策が進んでいる。今回の調査
では、非効率な公立病院の例として、従業員が４９.９％
の株式を持つ株式会社へ委託された中規模病院を視
察したほか、専門医による「セカンダリケア」もゼ
ネラルフィジシャンの役割にしようとしているＧＰ
制度を聞き取った。報告書は、日本は英国より自由
かつ平等で質の高い医療を提供しているとし、今後
は公的医療機関の整理と民間医療機関の活用が不可
欠と提案している。（１０/４MEDIFAXより）

京都協京都協会会
改定前の栄養加算、有床診の届け出率１.５％の
み／京都府保険医協
　京都府保険医協会と長崎県保険医協会は１０月４
日、入院基本料などの算定要件となった管理栄養士
の配置について「医療機関の病床数や診療科によっ
ては配置が不要な場合もある」などの問題を指摘し
た。協会が実施したアンケート調査の結果について、
保団連事務所で記者団に説明した。
　京都府保険医協会が近畿厚生局への届け出状況を
調べた結果によると、２０１２年度改定による包括化で
廃止となった「栄養管理実施加算」の改定前３月１
日現在の届け出率は、京都府内の５０床未満の病院（１５
施設）で５３.３％、有床診療所（６７施設）では１.５％だ
った。要件化に当たって厚生労働省が中医協に示し
た全国での同加算の届け出率は９７.９％となってお
り、同協会は厚労省データが小規模病院や有床診の
実態と大きくかけ離れていたと指摘した。
　２００床未満の病院と有床診の２５０施設に対して行っ
たアンケート調査（回収率３２％）では、「管理栄養士
がいないと栄養管理ができない」と答えた施設が
６１％あった一方、「まったく不要」が１２％、「いても
よいが医師でもできる」が２６％あった。回答のあっ
た有床診２０施設を見ると、「まったく不要」が９施設、
「いてもよいが医師でもできる」が１０施設、「管理栄
養士がいないとできない」と答えた施設はゼロだっ
た。管理栄養士配置の義務化で入院医療を継続する
かどうかについては、有床診２０施設のうち８施設が
「やめることを考慮する」と答えた。
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　説明した同協会事務局は「病床数や診療科によっ
ては管理栄養士の配置が不要な場合もある」「人材の
地域偏在があるのではないか」などの問題点を指摘
した。包括化に伴う入院基本料の増点（１１点）で管
理栄養士を１人雇用するには９０床程度の規模が必要
との試算も示した。
　１２年度改定前の１２年３月末時点で栄養管理実施加
算を算定していなかった医療機関については、１４年
３月末までの２年間は要件を満たせなくても、満た
したものと見なす経過措置がある。長崎県保険医協
会が実施した医療機関へのアンケート調査では、現
時点で管理栄養士を雇用していない有床診の５５.６％
が１４年３月末の期限までに管理栄養士を確保する見
通しが立たないと回答した。回答の中には「管理栄
養士を雇用するために雇用中の栄養士を解雇するこ
とになり気の毒だ」との意見もあったという。
（１０/５MEDIFAXより）

 

過去最高の３７兆円、前年度比３.９％増／１０年度
国民医療費
　厚生労働省が９月２７日に発表した２０１０年度「国民
医療費の概況」で、国民医療費が過去最高の３７兆４２０２
億円となったことが分かった。前年度から１兆４１３５
億円、３.９％の増加となる。厚労省は３.９％増の内訳に
ついて、１０年度診療報酬改定率０.１９％の影響を除き、
人口の高齢化が１.６％程度、医療の高度化や疾病構造
の変化などその他の要因が２.１％程度とみている。
　人口１人当たりの医療費も過去最高を更新し、前
年度比３.５％増の２９万２２００円だった。国内総生産（Ｇ
ＤＰ）に対する比率も同０.２１ポイント増の７.８１％、国
民所得（ＮＩ）に対する比率も０.２０ポイント増の
１０.７１％で、いずれも過去最高だった。
　厚労省はこれまで「一般診療医療費」としていた
診療種類別区分を、「医科診療医療費」と「療養費
等」に分けて算出した。医科診療医療費は２７兆２２２８
億円で全体の７２.７％を占めた。そのうち、入院医療
費が１４兆９０８億円（構成比率３７.７％）、入院外医療費
が１３兆１３２０億円（同３５.１％）だった。薬局調剤医療
費は６兆１４１２億円（同１６.４％）、歯科診療医療費は２
兆６０２０億円（同７.０％）、入院時食事・生活医療費は

８２９７億円（同２.２％）、療養費等は５５０５億円（同１.５％）、
訪問看護医療費が７４０億円（同０.２％）だった。
　診療種類別伸び率を見ると、訪問看護医療費が
１１.３％と最も大きく増加した。そのほか、病院の入
院医療費の６.４％や薬局調剤医療費の５.５％などの伸
び率が大きかった。一方、伸び率が小さかったのは
一般診療所の入院外医療費の０.７％や病院の入院外
医療費の２.５％など。
　厚労省は伸び率の要因について、１０年度改定で医
科入院がプラス３.０３％、医科外来がプラス０.３１％とな
ったことが考えられるとしている。訪問看護医療費
については、もとの額が小さかったとする一方、事
業所数や利用者数が増加していると指摘した。
　医科診療医療費を傷病分類別に見ると、最も多い
のは「循環器系の疾患」で５兆６６０１億円（同２０.８％）。
以下、「新生物」の３兆４７５０億円（同１２.８％）、「呼吸
器系の疾患」の２兆１１４０億円（同７.８％）と続いた。
　制度区分別に見ると、医療保険等給付分が１７兆
８９５０億円（同４７.８％）で最も多く、後期高齢者医療
給付分が１１兆６８７６億円（同３１.２％）、患者等負担分が
５兆１５１億円（同１３.４％）、公費負担医療給付分が２
兆６３５３億円（同７.０％）だった。
　年齢階級別で見ると、「６５歳以上」が２０兆７１７６億円
（同５５.４％）となり、全体の半分以上を占めた。
（９/２８MEDIFAXより）
 

 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料1
平成22年度　国民医療費の概況

　厚生労働省は平成２２年度の国民医療費について費用を推計し、概況を発表した。２２年度の国民医療費は３７兆４２０２億円で前
年度に比べ１兆４１３５億円、３.９％の増加。人口一人当たりでは２９万２２００円で前年度に比べ３.５％の増加。いずれも過去最高と
なっている。

■ 厚生労働省　２０１２年９月２７日 ■
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/10/dl/data.pdf
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２０１２年度（平成２４年度）第６回　２０１２年９月１１日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（７月24日）要録と決定事項の確認
２．第65回定期総会「決議」発送状況
３．未入会開業会員訪問状況
４．新規開業医会員訪問（７月30日）状況
５．保団連組織担当者交流会（７月22日）状況
６．『文化ハイキング』下見（８月30日）状況
【経営部会】
１．保団連近畿ブロック共済担当役員交流会（７月

21日）状況
２．金融共済委員会（７月25日）状況
３．保団連経税担当事務局小委員会（７月28日）へ

の出席状況
４．保険医年金打合せ会（８月７日）状況
５．傷害疾病保険審査会（８月21日）状況
６．金融共済委員会（８月22日）状況
７．保団連近畿ブロック経税担当事務局会議（８月

24日）状況
８．医院・診療所での接遇マナー研修会（中級）（８

月30日）状況
【医療安全対策部会】
１．法律相談室（７月19日）状況
２．医療事故案件調査委員会（７月20日）状況
３．第281回関西医事法研究会（７月21日）状況
４．ＮＰＯ法人医療制度研究会公開討論会（７月22

日）状況
５．医師賠償責任保険処理室会（７月23日）状況
６．医療機関側との懇談（８月２・10・21日）状況
７．医療機関側と患者側との３者懇談（８月14日）

状況
８．法律相談室（８月23日）状況
９．医療事故案件調査委員会（８月24日）状況
10．医師賠償責任保険処理室会（８月27日）状況
【政策部会】
１．環境対策委員会（７月20日）状況
２．ＴＰＰ問題書籍発行のための編集会議（７月22

日、８月19日、９月１日）状況
３．第11回ＩＣＴ検討委員会（７月27日）状況
４．国会議員要請（８月２日）状況
５．市民公開講演会「原発を知る・被曝を知る」（８

月４日）状況

【保険部会】
１．近畿厚生局管内社保担当者事務局会議（７月27

日）状況
２．第645回社会保険研究会（７月28日）状況
３．第２回医事担当者連絡会議（８月23日）状況
４．産婦人科診療内容向上会（８月25日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．集中豪雨等による会員被災者への見舞金支給の件
２．第３回正副理事長会議（アミス取締役会との合

同）（８月５日）状況確認の件
３．第65回定期総会（第183回定時代議員会合併）
（７月29日）状況確認の件

４．総務部会状況確認の件
５．2012年度６・７月分収支月計表報告状況確認の件
６．2012年度地区交付金交付の件
７．前進座初春特別公演チケット取り扱いの件
８．７月・８月度会員増減状況の件
９．会員入退会及び異動（７月24日～９月11日）に
関する承認の件

10．会費２年間滞納者への退会勧告の件
【経営部会】
１．経営部会状況確認の件
２．休業補償制度改定に関する承認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会状況確認の件
２．書籍ＪＡＮコード登録申請並びに出版社記号
（ＩＳＢＮ）申し込みの件

【政策部会】
１．政策部会状況確認の件
２．エコキャップ運動再開に関する契約内容確認の件
３．メディペーパー京都第157・158号、京都保険医
新聞（第2829・2830・2832号）合評の件

【保険部会】
１．京都府・京都市生活保護連絡協議会事務打ち合

わせ（６月18日・６月25日）状況確認の件
２．保険部会状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．９月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．協力弁護士との懇談会開催の件
３．『文化ハイキング』開催の件
【医療安全対策部会】
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１．与謝医師会医療安全研修会への講師派遣の件
２．第282回関西医事法研究会出席の件
【政策部会】
１．バイバイ原発きょうと事務局準備会への出席の件
２．バイバイ原発きょうと実行委員会準備会への出

席の件
３．社会保障・税一体改革学習会講師派遣の件
４．「2012年　山井和則を囲む会」への出席の件
５．市民公開講演会「韓国の原発問題」出席の件
６．第14回反核医師近畿懇談会出席の件
【保険部会】
１．神奈川協会「『失敗しない入院医療管理』『適時

調査』対策講習会」への講師派遣の件
２．保団連「病院・有床診療所セミナー」への講師

派遣の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協概要報告（2012年８月22日開催）（第160
回診療報酬基本問題小委員会、

　　第229回総会、第４回費用対効果評価専門部会、
第82回薬価専門部会）

２．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会と
の懇談会（８月４日）状況

３．保険審査通信検討委員会（８月10日）状況
４．2012年７月度国保合同審査委員会（2012年７月
20日）状況

Ⅵ．要討議事項
【保険部会】
１．保団連「再診料アンケート」再実施の件
２．「指導・監査・処分改善のための健康保険法改正

研究会」の支援者となる件
Ⅶ．その他
１．理事者申し合わせ事項について
２．訃報のお知らせ
３．医療のうたごえ全国祭典ｉｎ京都について
４．ｉｐａｄ等の理事会導入の進捗状況について

２０１２年度（平成２４年度）第７回　２０１２年９月２５日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（９月11日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．新規開業会員訪問状況（９月６日）状況
【経営部会】

１．「保険医年金」営業員研修会出席状況
２．新規開業予定者のための講習会開催（９月９日）

状況
【保険部会】
１．保団連診療報酬改善対策委員会（９月13日）状況
２．神奈川協会「『失敗しない入院医療管理』『適時

調査』対策講習会」（９月14日）状況
３．保団連第29回病院・有床診療所セミナー（９月
15・16日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．2012年度第４回正副理事長会議（９月13日）状
況確認の件

２．会員入退会及び異動（９月11日～９月25日）に
関する承認の件

【経営部会】
１．パートタイム労働法に基づく報告の徴収（９月

６日）状況確認の件
【政策部会】
１．市民公開講座「飯田先生と原発・放射能・被ば

くのことについて学びましょう！」（９月６日）
状況確認の件

２．シリーズ・ほんとに日本は大丈夫？
　　第一弾「ＴＰＰ参加で、ほんとに日本は大丈

夫？」（９月15日）状況確認の件
３．保険医新聞（第2833号）合評の件
４.   保団連12～13年度第８回理事会（９月９日）状
況確認の件

５.   保団連12～13年度第45回臨時大会（９月９日）
状況確認の件

６．日本共産党京都府議会議員団との懇談（８月30
日）状況確認の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．10月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
４．保団連財政部会出席の件
【経営部会】
１．ＡＩＲジャパン車いす清掃活動参加の件
２．開業医の奥様向けセミナー開催の件
【政策部会】
１．介護保険制度改正問題に関する講師派遣の件
【保険部会】
１．第27回保団連医療研究集会出席の件
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２．京都老人のターミナルケア研究会出席の件
３．保団連「マスコミ懇談会」への事務局派遣の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2012年８月度国保合同審査委員会（８月22日）
状況確認の件

２．保険審査通信検討委員会（９月７日）状況
Ⅵ．その他
１．保険医年金募集および休業補償についての募集

推進のお願い

２０１２年度（平成２４年度）第８回　２０１２年１０月９日 
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（９月25日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．保団連財政部会（９月30日）状況
【経営部会】
１．ＡＩＲジャパン車いす清掃活動打ち合わせ（９

月27日）状況
２．京都商工団体連合会主催オープンセミナー（９

月28日）状況
【医療安全対策部会】
１．法律相談室（９月20日）状況
２．与謝医師会医療安全研修会（９月20日）状況
３．医療事故案件調査委員会（９月21日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（９月24日）状況
５．第282回関西医事法研究会（９月29日）状況
【政策部会】
１．出版編集会議（９月20日）状況の件
２．環境対策委員会（９月21日）状況
３．社保協総会（９月27日）状況
４．市民公開講演会「韓国の原発問題」（９月29日）

状況
５．第14回近畿反核医師懇談会（９月30日）状況
【保険部会】
１．第646回社会保険研究会（９月29日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．集中豪雨等による会員被災者への見舞金（追加）

支給の件
２．弁護士との懇談（９月27日）状況確認の件
３．総務部会（10月２日）状況確認の件
４．理事者血液検査実施の件

５．2012年度８月分収支月計表報告状況確認の件
６．９月度会員増減状況確認の件
７．会員入退会及び異動（９月25日～10月２日）に
関する承認の件

【経営部会】
１．第５回保団連共済部会（９月30日）状況確認の件
２．経営部会（10月２日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（10月２日）状況確認の件
【政策部会】
１．第51回医療制度検討委員会（９月26日）状況確

認の件 
２．政策部会（10月２日）状況確認の件
３．京都介護ウェーヴ2012分担金要請の件
４．大飯原発差し止め訴訟呼びかけ人就任依頼の件
５．メディペーパー京都第159号、京都保険医新聞
（第2835号）合評の件

【保険部会】
１．第１回診療報酬改善対策委員会（９月20日）状

況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．2012年度保団連全国事務局幹部学習会への出席
の件

【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．バイバイ原発きょうとフォーラム出席の件
２．保団連近畿ブロック学習交流会出席の件
３．社会保障・税一体改革学習会講師派遣の件
４．第52回医療制度検討委員会開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協（９月19日）（第230 回中医協総会）概要
報告

２．2012年９月度国保合同審査委員会（９月20日）
状況

Ⅵ．要討議事項
【経営部会】
１．消費税損税調査実施の件
【保険部会】
１．投薬料、後発品に関する実態調査実施の件
Ⅶ．その他
１．「在宅医療点数の手引き」発刊について
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11月の無料相談日

担当＝竹内建築士１１月１４日（水） 午後２時～建 築 士

担当＝河原社会保険労務士１１月１５日（木） 午後２時～雇 用 管 理
担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）１１月１５日（木） 午後１時～ファイナンシャルプランナー

 随時受付  （P.３１参照）法 律

担当＝山口税理士１１月２８日（水） 午後２時～税 理 士

専門家が無料でご相談に応じます（３０分間）。協会事務局へお申込み下さい。

１１月のレセプト受取・締切

12日月
労
災

10日土9日金8日木
基金
国保

◎◎○○ 

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時

地区医師会とのとの懇談会ののご案内
場　　所時　間地　　区開催日

ホテル日航プリンセス京都午後２時～下京東部医師会との懇談会１１月１４日水

中京西部医師会事務所午後２時３０分～中京西部医師会との懇談会１１月２６日月

乙訓医師会会議室午後２時～乙訓医師会との懇談会１２月１０日月

プラザホテル・吉翠苑午後３時１５分～（懇談）
午後５時～（懇親）与謝・北丹医師会との懇談会１２月１５日土
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日　時　11月2 3日（金・祝） 
　※前日夜の天気予報で京都府南部の降水確率が６０％以上の場合は中止
集　合　午前９時　阪急電鉄・長岡天神駅改札口
行　程　長岡天神駅―八条ケ池―長岡天神―にそと工事館（みちしるべ）―土御門天皇陵―十三仏―柳

谷観音（楊谷寺）―浄土谷（西山大仏）―天王山―酒解神社―宝積寺―大山崎美術館―山崎蒸留
所―大山崎駅

参加費　無料・交通費自弁（昼食・飲物・雨具などは各自ご用意ください）
共　催　京都府保険医協会・京都府歯科保険医協会

錦秋の西山南部を巡る（完成しつつある京都第二環状道路）

第２４回 環境ハイキング

所属事務所弁　護　士
京都中央法律事務所莇　 立 明

顧問弁護士
事　務　所

京都中央法律事務所江　頭　節　子
京都中央法律事務所松 尾 美 幸
赤井・岡田法律事務所赤 井 勝 治

協力弁護士

石川寛俊法律事務所石 川 寛 俊
米田泰邦法律事務所鵜　飼　万貴子
京都法律事務所小笠原　伸　児
つくし法律事務所竹 下 義 樹
富永愛法律事務所富 永　 愛
つくし法律事務所新　阜　創太郎
西村法律事務所西 村 幸 三
つくし法律事務所本 田 里 美
葵法律事務所三 重 利 典
赤井・岡田法律事務所若 松　 豊

法律相談室 相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相相談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談談体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体相談体制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制制をををををををををををををををををををををををををををををを拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡拡充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充充拡充・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・リリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリリニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニニュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュュューーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアアルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルルリニューアル ！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！！

いつでも　どこでも　どんなお困りごとにも対応します ！

茅さまざまなご相談に対応
・雇用労働問題・近隣との紛争・民事暴力介入・金銭トラブル・交通事故・離婚・遺言・相続・事業
継承・その他医療全般に関連する法務など

茅先生の希望される弁護士をご紹介
・弁護士は各分野を数多く手がける、協会顧問
弁護士事務所の弁護士３人のほか、協会の諸
活動に特別に協力してくださることになった
協力弁護士１１人の中から自由にお選びいただ
けます。　　

・各弁護士のプロフィールは協会事務所に備え
ています。今後は、協会新聞やホームページ
にも掲載する予定（準備中）です。

茅随時、必要なときに相談可
・先生のご都合の良い日を弁護士と日程調整し
ます。

茅相談料は無料 （但し、１事案につき１回限り）
・ １事案につき１回の無料相談を超えてのご相談は、個別契約に移行し有料になります。（各種弁護
士事務所の規定による金額）

※お問い合わせは協会事務局：総務部会まで（緯 075-212-8877　FAX 075-212-0707）
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  新規開業医向け    

日　時　11月15日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ 

内　容　①新規個別指導　  ②医療法立ち入り検査対策
対　象　新規開業前後の医師、従業員の方
　　　　（新規開業の先生でなくても、日常診療整備の目的でご参加ください）
　＊資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい。（保険部会 緯075-212-8877）
　＊次回（保険講習会Ａ）は①保険診療基礎知識、②レセプト審査がテーマです。

「  保険講習会 ＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢ 」

「医事担当者勉強会」を開催しています ！

日　時　11月21日（水）　午後７時～ （１時間程度）
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ
内　容　①参加者からの話題提供　②保険医協会事務局からのワンポイントレクチャー
対　象　医療機関で医事業務に従事する方
参加費　資料のコピー代のみ
申　込　不要（自由にご参加下さい）
　※原則奇数月の第３水曜日に定例で開催しています。
　※警報発令などによる急な中止の連絡については、京都府保険医協会のホームページにて案内いたします。

　従来の講習会形式の勉強会ではなく、参加者が問題や課題を持ち寄り、解決策を探っていくこ
とを目的としています。興味のある方はぜひご参加下さい。

日　時　11月4日（日）　午後２時～
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ～Ｃ
講　演　本居宣長が見た  京都と『古事記』
講　師　斎藤 英喜 氏 （佛教大学 歴史学部歴史文化学科 教授）
定　員　40人(要申込)

第12回 文化講第 12 回　文化講座座

　今年は『古事記』が作られて１３００年目にあたる記念すべき年です。『古事記』という本を今のように有
名にしたのが、江戸時代中期の国学者・本居宣長です。ところで、宣長は若い時代 に医者になるために数
年間、京都に遊学していました。その京都時代を記した詳しい日記もあります。そこには祇園祭のことや
南座の歌舞伎見物、内裏拝観など のことも出てきます。江戸時代の京都の暮らしと、『古事記』の研究と
はどのように結びつくのか。宣長の日記をご紹介しつつ、日本の文化の「原型」とされる 『古事記』の神
話世界を見ていきたいと思います。

講師からのコメント
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日　時　11月22日（木）　午後２時～４時30分
場　所　登録会館 「大ホール」（中京区烏丸通御池上ル二条殿町546-2　地下鉄烏丸御池駅より徒歩１分） 
内　容　第１部　日常医事業務研究会（医療事務担当者からの演題発表）
　　　　第２部　講習会 「失敗しない 『届出医療管理』 
　　　　　　　　　　　 ― 入院、 食事、 リハビリも、多額の返還金を回避せよ ！ 」 
　　　　＊届出医療管理、 適時調査対策のポイントをコンパクトに解説!!
定　員　100名限定（事前申込制、先着順、定員に達し次第締切）
参加費　１人1,000円（資料代、会場代分担として）
申込方法　「参加申込書」（グリーンペーパー10月号に掲載）にてお申し込み下さい。

第４回　医療事務担当者向け講習会 開催要領

第4回  医療事務担当者向け講習会
　　  開催のお知らせ
　京都府では従来から病院に対して、入院料等の施設基準要件を満たしているかどうかの確認をする「適時調査」
が、厚生局により実施されています。ここで問題になりやすいのが、入院料に関してです。入院料は単価も高く、
施設基準を満たしていないとして返還が求められた場合、非常に多額となり、金額が億単位にならないとも言い
切れません。現に京都府では、入院料を返還する事態に陥る病院が、毎年発生しています。
　そこで、多額の返還金を出さないために、今回の講習会を企画しました。入院料に限らず、やはり指摘の多い、
食事療養やリハビリについても紹介します。
　ぜひ、ご参加いただき、施設基準要件の整備に関するノウハウを持ち帰っていただきたいと思います。
　少しの参加費で、多額の返還金を回避すること！これが今年のテーマです！

受付
開始

　今回「医療担当者泣かせの患者対応－ここだけの話」を開催いたします。医事担当者、弁護士
の２人にご報告をお願いしています。その後、参加者による活発な意見交換や交流を深めていた
だきたいと存じますので、奮ってご参加下さいますようご案内申し上げます。
　医師や看護師の方の参加も歓迎いたします。
　なお、このシンポジウムは、医療法上年２回義務付けられている医療安全管理のための職員の
研修となり、参加者には参加証を交付します。

日　時　11月10日（土）　午後２時30分～４時30分
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ～Ｃ
テーマ　「医療担当者泣かせの患者への対応－ここだけの話」
報　告　髙木 眞二 医事部課長 （新河端病院）
　　　　松尾 美幸 弁護士（京都中央法律事務所）
申　込　11月２日(金)までにお申し込み下さい。
　　　　定員70人に達し次第お断りする場合もございます。
主　催　京都府保険医協会

「「「「「「「「「「「「「「「医医医医医医医医医医医医医医療療療療療療療療療療療療療療安安安安安安安安安安安安安安全全全全全全全全全全全全全全担担担担担担担担担担担担担担当当当当当当当当当当当当当当者者者者者者者者者者者者者者交交交交交交交交交交交交交交流流流流流流流流流流流流流流医療安全担当者交流会会会会会会会会会会会会会会会」」」」」」」」」」」」」」」のご案内
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「赤ひげ」を
　　　語る
 「赤ひげ」保本 登 役
 高橋 佑一郎

小石川養生所を取り巻く
≪絆≫の物語

山本 周五郎／原作『赤ひげ診療譚』より
田島 栄／脚色・十島 英明／演出

日　時　2013年１月６日（日）
 昼の部（午前11時～）
場　所 四条「南座」
定　員 50人（申込先着順・第１次締切11月30日）
料　金 １等席（12,500円）を
 7,000円にて
演　目 「雪祭五人三番叟」
 「赤ひげ」

新出去定（赤ひげ）／嵐 圭史
保本 登／高橋 佑一郎

　「赤ひげ」は来年初春、南座へまいります。
　医療の現場はますます厳しい状況になり、格差
社会、教育、政治の問題は深刻化。
　その中で、赤ひげ先生の、弱者いじめの時の権
力者を怒り、それになにも言わない無知な庶民に
も怒る姿は今を生きる観客への痛烈なメッセージ
だと思います。
　そして私は

という保本登のセリフを信じ、新たな気持ちで舞
台に臨みます。
　初春、皆様と南座でお会いできるのを楽しみに
しております。

「人間は人間を愛するために
 生きているんだ。」

※ お申し込み・お問い合わせは
文化担当まで。

前進座初春公演　観劇会
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　京都府保険医協会は、今から半世紀にも遡る１９５９年度（昭和３４年度）から医療安全対策に取り
組んできた全国的にも珍しい、長い歴史と経験を有しています。
　「事例で見る医療安全対策の心得」は、２００２年に初版発行以来、増刷と改訂を続けて、協会
出版物のロングセラーとなっています。ぜひとも本書を有効活用して、日常診療における「安
全」と「安心」を一層高めていただければ幸いです。
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